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  第一分科会 報告メモ  綾瀬市議会議員 越川好昭 

１，神奈川県での軍備強化の状況 

① 厚木基地  

１【自衛隊統合演習】 ２０２５年１０月２０日（月）から１０月３１日（金）まで 

 �� 高射部隊の機動展開訓練  

➢ 演習期間（１０月２７日（）から１０月３１日（金）まで）のうち、８日 間（調整

中）、航空自衛隊中部航空方面隊中部高射群（人員：約３０名、車 両：約８台）が、ＰＡ

Ｃ－３器材を含めた車両を基地内の所定の場所まで機動させ、射撃態勢を確立するまでの

手順について確認する訓練を実施する。 

 ➢ 一部、夜間訓練も予定しているが、日中、夜間を含め、空包等の大きな音を発する

ものの使用予定はなく、実弾は使用しない。 

  

２ 【海上自衛隊演習】 ２０２５年１０月２０日（月）から１０月２９日（水）まで 

 滑走路被害復旧訓練 

 ➢海上自衛隊（第４航空群・約５～１０名）、米海軍（第７艦隊・約１０名～１５名） 

が共同で実施する。（本期間の前後に、それぞれ約１週間程度で展開・撤収 を実施予定）  

➢ 米海軍部隊の人員及び機材の輸送のため、米軍の輸送機が飛来する可能性がある。 

➢ 米海軍の人員は、基地内の米軍施設での宿泊を予定。（一部は、民間宿泊施 設を利用

する可能性あり）  

➢ 爆破薬等は使用しない。  

�� 日本周辺海空域で行う演習に参加する次の外国軍機が駐機拠点として飛来する。 

滞在期間 １０月１６日（木） ～１１月８日（土） 

 国名    機種（機数）      人数・宿泊場所  

カナダ    ＣＰ－１４０（１機）、ＣＣ１７７（１機）  

約４０名・厚木基地内宿泊施設を利用 

オーストラリア Ｐ－８Ａ（２機）、Ｃ１７Ａ（１機）、Ｃ１３０Ｊ（１機） 

約５０名・近傍民間宿泊施設を利用 

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ   Ｐ－８Ａ（１機）、Ｃ１３０Ｊ（１機）、ボーイング７５７（１機） 

約４０名・近傍民間宿泊施設を 利用 

 

３，２０２６年２月。厚木基地で訓練している米軍ヘリが横須賀基地所属の米軍の駆逐

艦２隻に搭載されて、イラン攻撃に参加。 

厚木基地爆音防止期成同盟など４団体が抗議と攻撃中止の申し入れを基地司令官に行

う。 
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② 横浜ノースドック 

 ４月２９日、米軍横浜ノースドックで複数の米軍兵士が銃口を市街地に向けて小銃を構

えた訓練をした。神奈川平和運動センターは防衛省南関東防衛局に抗議。在日米軍に再発

防止を求める申し入れを行った。 

 

③ 横須賀基地 

 １，2025年 12月 米国製巡航ミサイル「トマホーク」が神奈川県横須賀市などの海上

自衛隊 4基地を母港とするイージス艦へ配備される計画をめぐり、配備に反対する市民団

体が 11月、市内外から集めた配備撤回を求める 1万 8千筆を超える自筆署名を添え、国へ

配備撤回を求める請願書を市議会議長宛てで提出した。 

 

２，３月 米軍横須賀基地所属のイージス艦２隻がイラン攻撃に参加したことに対し

て、市民団体が抗議集会を開催。 

 

３，６月８日～１１日 米軍横須賀基地で、機関銃による空包射撃を伴う警備訓練実

施。この訓練は２０２４年に初めて実施以来２回目。住民団体が「訓練は基地が攻撃され

る可能性があることの裏返し。警備強化ではなく基地撤去による安全確保を求める」と訴

えた。 

 

 ４，６月、米国の新興防衛 AI企業アンドゥリル・インダストリーズ（Anduril 

Industries）が、2027年度末に閉鎖予定である日産自動車の追浜工場（神奈川県横須賀

市）の取得に向けて協議を進めていることが判明。アンドゥリル社は、日本政府が目指し

ている日本製部品だけを使ったドローンの試作品を発表済み。 

 

２， 日中不再戦の取り組み 

① 2025 年２月に日中不再戦かながわ自治体議員ネットを結成して講演会、駅頭宣伝、

各種集会での宣伝に努める。（チラシ参照） 

 

② 高市発言の撤回を求める市民の声が広がっている 

・2025年 12月   日中友好神奈川県婦人連絡会は５日までに、「台湾有事」の場合は

「存立危機事態になる」と述べた高市早苗首相の発言の撤回と、「日中不再戦」を宣言する

よう求める声明を発表した。 

・2026年１月 日中友好協会がアピール文発表 

 ・高市発言についての学習会が各所で行われた 

３月１日  「日中の平和な未来をねがう市民のつどい」（鎌倉）市民有志。リーフ参照。 

http://www.asahi.com/area/kanagawa/
https://www.asahi.com/topics/word/%E6%A8%AA%E9%A0%88%E8%B3%80%E5%B8%82.html
https://www.asahi.com/topics/word/%E6%B5%B7%E4%B8%8A%E8%87%AA%E8%A1%9B%E9%9A%8A.html
https://www.asahi.com/topics/word/%E6%B5%B7%E4%B8%8A%E8%87%AA%E8%A1%9B%E9%9A%8A.html
https://www.asahi.com/topics/word/%E3%82%A4%E3%83%BC%E3%82%B8%E3%82%B9%E8%89%A6.html
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４月５日  孫崎享講演会「東アジアの平和構築に向けて」（横浜） ４区市民連合 

４月 22日  国会論戦と安全保障（横浜） 勁草塾 

５月 17日 「日中の平和な未来をねがう市民のつどい」（横浜） 市民有志 

５月 26日 戦争いらない No War！ つながるマルシェ（横浜）  

６月 27日 日中友好の鍵を探して（横浜） 時をみつめる会 ストップ秘密保護法かなが

わ共催 

 

③ 高市発言で、友好提携を結んでいる都市の交流事業に中国側の欠席が出ている 

・2025年 11月 18日 相模原市と中国の友好都市の記念イベント、中国の生徒と教員が来

日を中止。 

 中国・無錫（むしゃく）市との友好都市締結４０周年を記念して相模原市が開催するイ

ベントを巡り、出演を取りやめたのは無錫市にある小中高一貫の障害者支援学校「無錫惠

愛実験学校」。当初は聴覚障害がある１２～２１歳の生徒１０人と教員６人が来日し、獅子

舞のようなダンスを１５分程度披露する予定だった。 

 

 ・12月に鎌倉市内で予定されている「東アジア文化都市」事業の閉幕式に中国 2都市が

欠席する見通しとなった問題を巡り、鎌倉市は 25日の定例会見で、日中韓 3カ国の友好を

誓った共同宣言を断念する意向を示した。 

 同事業は鎌倉市と韓国・安城市、中国・湖州市とマカオが文化交流を深める狙いで、鎌

倉の中学生 20人が夏休み中に中韓を訪れるなどした。ただ、中国・湖州市とは 8月から連

絡が取れない状態が続き、マカオも鎌倉の閉幕式を「業務多忙」を理由に欠席を連絡。12

月にマカオの閉幕式に鎌倉から派遣する芸能団の出演も「イベントプログラムの見直し」

のため断わられた。 

 

④  関係改善を求める横浜商工会議所会頭 
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 ３、アメリカ、イスラエルのイラン攻撃の経済的影響（私のニュース

参照） 
 ① 別紙新聞記事参照。 

 ② 平和的解決を求める意見書、決議が県内７議会で採決（横浜市、横須賀市、大和

市、座間市。以上は、米軍基地所在市。鎌倉市、藤沢市、小田原市）。米軍基地がある綾瀬

市は否決。相模原市は提案なし。 

③ 田中角栄元首相の「ノー」に学ぼう 石油危機にプラン Bの備えを  

Deep Insight 本社コメンテーター 奥村茂三郎 2026/5/4 10:00日本経済新聞 電子版 

1973年 11月 15日。田中角栄首相は来日したキッシンジャー米国務長官と首相官邸で向

き合った。第 1次石油危機のきっかけとなった第 4次中東戦争が勃発して 1カ月余り。イ

スラエルを支持したニクソン米政権は、石油確保のためにアラブ寄りの外交に傾斜する田

中氏に懸念を深めていた。 

キッシンジャー氏「日米同盟を忘れてはなりません」 

田中氏「忘れるどころか日米同盟が基本です。アメリカが今すぐ石油を供給してくれる

というなら、資源のない日本としては、あなたの意向に従いますよ」 

キッシンジャー氏は返答に窮した。 

田中氏「そうでしょう。こと石油資源に関しては中東との関係を日本は維持せざるを得

ないのです。そこはわかってください」 

キッシンジャー氏は緊張した面持ちで官邸を後にした――。 

田中氏の資源外交も実る。同 25日、アラブの産油国は日本を「友好国」と認め、石油の

供給量を開戦前の 9月水準まで戻した。 

 

④ ７月 13日までに日本の原油タンカーはすべて、ホルムズ海峡を通過。原油

タンカー以外の船舶は４隻、ペルシャ湾内に停泊中。 

 

 

 ４、 多文化共生 

 綾瀬市で生活する外国人市民の方は 5,564人、総人口に占める外国人比率は 6.6％。外

国人人口数では第 9位（1位は横浜市）、外国人比率では第 3位（1位は箱根町）（令和 8年

1月 1日現在）。ベトナム 1,668人、スリランカ 1,163人、ブラジル 622人、中国 323人、

ラオス 272人。2024年は 2013年比 1.9倍。 

神奈川県全体の外国人人口は 309,815人、外国人比率は 3.4％（いずれの数値も令和 8

年 1月 1日現在）。 

 綾瀬市には、約 50の国・地域出身の外国人市民が生活。 

 在留資格別では、永住者や定住者など就労等に制限のない、いわゆる身分に基づく在留資

格の方が約 6割を占めており、次いで技術・人文・国際が 1割を超え、近年増加傾向。 
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 【綾瀬市長の今年度の市政方針】 

多文化共生についてであります。 現在、本市における外国人市民は５千人を超え、およ

そ５０の国と地域の方々が暮らす。外国人市民も日本人市民も共に活躍できる 地域づくり

に向けて、市民団体が企画・運営する多様な国際交流イベントに対し、「綾瀬市国際交流イ

ベント開催経費補助金」を引き続き実施し、交流機会の増加と多文化の相互理解促進を進

めてまいります。 

 

本市の基幹産業である製造業は、技術の担い手として、また、雇用創 出などの地域経済

において重要な存在となっております。しかし、多くの中小事業者は、慢性的な人手不足

や、国内外の市場環境の変化への対 応等、経営上の課題が多い状況にあると認識しており

ます。 そのような課題解決に向けては、専門性を有する人材の確保が必要で あります

が、日本人だけではなく、外国人高度人材の活用に取り組む 中小事業者に対して、引き続

き支援してまいります。 

 

 【綾瀬市 26年度予算書から  国際交流教育推進事業費】(全額単独市費) 

外国籍児童・生徒数（重国籍含む）R7.5.1現在 415人（うち 280人が日本語の指導必要）  

外国語活動や英語コミュニケーション能力の充実を図るとともに、外国籍児童・生徒等

に対する学校生活への適応支援や日本語能力の育成を行うための経費 

○日本語指導協力者（9か国語 通訳・翻訳を含む）の配置       6,240千円   

○外国語指導助手（ＡＬＴ）の小学校への配置             12,249千円    

小学校 1・2学年 各学級 5時間  3・4・5・6学年 各学級 15時間   

○英語コミュニケーション能力の充実事業   中学生 24時間    10,816千円              

〇日本語巡回サポーターの派遣          843千円     

委託料 23,908千円 

  

 

綾瀬市外国籍住民数の推移 

2012年 12月～2025年 12月 
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■外国人経営企業の４５％「影響受ける」 

 「経営・管理」の要件厳格化についての東京商工リサーチによる３～４月の調査では、

外国人が経営する企業２９９社のうち４５％が影響を受けるとの認識だった。廃業を検討

しているとの答えも５％あった。 

  影響があるとした企業の対応（複数回答可）では、「増資などで対応」が８２社（全体

の２７％）、「企業、事業の売却や合併を検討」が３５社（同１２％）、 「経営権を移譲」

が１９社（同６％）、「廃業を検討」が１６社（同５％）。影響を与えた要件については４５

社が回答し、資本金３千万円への引き上げが２０ 社（４４％）で最も多かった。 

 東京商工リサーチによると、２０２４年に国内で設立された約１４万社のうち、資本金

が３千万円以上の企業は１％だった。また、外国人経営者の多い小規模のカレー店などを
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含む「その他の専門料理店」の２５年度の倒産件数は、過去３０年で最多の９１件にのぼ

ったという。 

 担当者は「資本金３千万円は多くの経営者にとって相当高いハードルで、経営環境の悪

化を考えると、かなり影響が出そうだ」と話した。（贄川俊） 

 

在留資格「経営・管理」、要件が厳しくなった  2026年 5月 13日 5時 00分 

  

■ペーパー会社による資格の取得・悪用を防ぐ狙い 

 Ｑ 在留資格「経営・管理」の取得要件）はどう変わったのか。 

  Ａ これまでは「５００万円の資本金」か「２人以上の常勤職員」のいずれかを満たす

ことが必要だった。昨年１０月の出入国在留管理庁による変更で、これからは「３千万円

の資本金」「１人以上の常勤職員」などすべてを満たさなければならなくなった。 

 

 Ｑ なぜ厳しくしたのか。 

 Ａ 「経営・管理」の申請（者数はここ数年で右肩）上がりだ。一方、外国人がブロー

カーを介して実体のないペーパー会社を設けてこの会社を経営するように見せかける手法

で「経営・管理」を取っていたケースも確認された。国会でも対策を求める声があったこ

とから、入管庁は厳格化が必要だと判断した。 

 

 Ｑ ３千万円の根拠は。 

 Ａ 入管庁は、従来の５００万円は他国と比べて低額だったとし、安定した経営ができ

るように韓国や米国の同じような在留資格の水準まで引き上げたとして いる。入管庁によ

ると、厳格化前に３千万円の要件を満たしている「経営・管理」の取得者は、全体の１

０％未満だったという。 

 

 Ｑ 対策は有効なのか。 

 Ａ 有識者からは、資本金の要件を引き上げたとしても悪用対策の効果は薄く、むしろ

きちんと経営している人たちが資格を取得・更新できなくなるのではないかとの懸念も出

ている。 

 新規の申請者数は激減している。厳格化の前後５カ月間で、「経営・管理」（一部の高度

専門職を含では月平均約１７００件から約７０件になり、９６％も減った。 

 入管庁は、更新者には要件変更から３年間の経過措置（けいかそち）があり、新要件を

満たさなくても、次の更新時の見通しをふまえて判断するとしている。 

 

 Ｑ 経過措置後はどうか。 

 Ａ 入管庁は原則、新しい要件に「適合する必要がある」とする。要件を満たさなくて

も許可することがあるとしているが、経営状況などをみて「総合的に判断」とするだけ

で、具体的に示していない。（比嘉海人） 


